
  

札幌市ＬＧＢＴフレンドリー指標の実施に関する要綱 

 

平成29年９月21日  市民文化局長決裁 

令和３年11月19日一部改正 

令和５年12月８日一部改正 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、互いの個性や多様性を認め合い、誰もが生きがい

と誇りを持つことができるまちの実現を目指し、札幌市ＬＧＢＴフレ

ンドリー指標の実施について必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、「ＬＧＢＴ」とは、典型的とされていない

性自認や性的指向を持つ人、いわゆる性的マイノリティをいう。 

２ この要綱において、「ＬＧＢＴフレンドリー指標（以下、「指標」

という。）」とは、企業において必要なＬＧＢＴへの取組や対応につ

いて、その推進状況を図る基準として定めるものをいう。 

３ この要綱において、「企業」とは、営利企業、公益法人、特定非営

利活動法人、個人商店、医療機関等をいう。 

４  この要綱において、「事業所」とは、本店、支店、営業所等、対外

的に独立して事業活動を営んでいると認められるものをいう。 

（対象） 

第３条 対象となる企業は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

⑴ 札幌市内に事業所があること。 

⑵ ＬＧＢＴに対して理解があり、ＬＧＢＴについて支援又は配慮した取組

を行っていること。 

２  前項の規定に関わらず、市長は、次の各号のいずれかに該当すると

認める企業等を対象としないことができる。 

⑴ 過去３年間に、この制度の趣旨を著しく逸脱するような社会的不正行為

を行った企業 



  

⑵ 過去３年間に、虚偽の申告その他不正な手段により第４条の登録を受け

ようとした企業 

⑶ 札幌市暴力団の排除の推進に関する条例（平成25年２月26日条例第６号）

第２条第２号に規定する暴力団員が役員となっている企業又は第１号に規

定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する企業 

⑷ その他登録をすることが社会通念上適切でない企業 

（登録の方法） 

第４条 市長は、別表に定める指標について、あらかじめ広く明示しな

ければならない。 

２  登録を受けようとする企業は、申請書（様式第１号）に記入し、市

長に提出するものとする。 

３  前項の申請書には、記載内容に関する説明資料、写真、図面等を書

面又は電磁的記録によって添付しなければならない。 

４  申請書は、市民文化局男女共同参画室において受領するものとする。 

５  市長は、申請のあった企業の取組内容が、指標に合致することを書

類等により確認し、次の各号により３段階で評価するものとする。 

⑴ 指標に掲げる項目のうち、１つ以上取組をしている 

⑵ 指標に掲げる項目のうち、３つ以上取組をしている 

⑶ 指標に掲げる項目のうち、５つ以上取組をしている 

６  市長は、前項の規定により評価された企業に対し、ＬＧＢＴフレン

ドリー企業として登録し、登録証（様式第２号）を交付するものとす

る。 

（登録の単位） 

第５条 前条に規定するＬＧＢＴフレンドリー企業としての登録は、企

業単位又は事業所単位とする。 

（変更・辞退・廃止の届出） 

第６条 登録を受けた企業は、次の各号に掲げる場合には、ＬＧＢＴフ

レンドリー企業申請事項（変更・辞退・廃止）届出書（様式第３号）

を市長に提出しなければならない。 



  

⑴ 申請書に記載した名称を変更したとき。 

⑵ 申請書に記載した住所を変更したとき。 

⑶ 申請書に記載した取組内容、実施状況に変更があったとき。 

⑷ 合併又は解散、事業の休止又は廃止等事業活動の存続に関する事項があ

ったとき。 

⑸ 登録を辞退しようとするとき。 

（確認調査） 

第７条 市長は、必要に応じて企業に対し調査を実施し、申請内容の確

認を行うことができる。 

（登録の有効期間及び更新） 

第８条 登録を受けた企業の有効期間は、登録日の翌日から起算して、

３年を経過する日の属する年度の末日までとする。 

２  前項の有効期間の満了に際し、引き続きＬＧＢＴフレンドリー企業

として登録しようとするときは、有効期間の満了前までに更新を受け

なければならない。 

  なお、更新に必要な行為は、有効期間満了の６か月前から行うこと

ができるものとする。 

３  前項に規定する更新手続には、第４条の規定を準用する。 

（登録の取消） 

第９条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、登録

の取消を行うことができる。 

⑴ この制度の趣旨を著しく逸脱するような社会的不正行為を行ったと認め

られるとき又は第４条の申請をした当時に第３条第２項第１号に該当して

いたことが判明したとき。 

⑵ 虚偽の申告その他不正な手段により第４条の申請をしたとき。 

⑶ 第３条第１項の要件を満たさなくなったとき。 

⑷ 第３条第２項第３号に該当することとなったとき又は第４条の申請をし

た当時に第３条第２項第３号に該当していたことが判明したとき。 

（登録マークの使用） 



  

第１０条 登録を受けた企業は、登録マーク（別記）を印刷物等に使用する

ことができるものとする。 

２ 前項の規定により使用を希望するときは、遅滞なく登録マーク使用届出書

（様式第４号）により、市長に届出しなければならない。 

なお、登録マークは、登録された企業単位又は事業所単位においてのみ使

 用するものとし、登録の有効期間内に限り、使用することができるものとす

 る。 

３ 前二項の規定に関わらず、この制度の趣旨や登録マークの同意事項に反す

る使用や掲載等があった場合、市長は、登録を受けた企業に対し使用を取り

消すことができる。 

（ＬＧＢＴフレンドリー企業の役割） 

第１１条  登録を受けた企業は、登録に係る取組を維持するとともに、

取組の充実を図るものとする。 

（市の役割） 

第１２条  市長は、登録を受けた企業の名称、取組内容その他必要な事

項について情報を発信し、広く市民等に周知されるよう広報活動に努

めるものとする。 

（補則） 

第１３条  この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な

事項は、男女共同参画室長が別に定める。 

附  則  

この要綱は、平成29年 10月１日から施行する。 

附  則  

（施行期日） 

１  この要綱は、令和３年12月１日から施行する。 

（経過措置） 

２  この要綱の施行前までに、第４条の登録及び第６条の変更・廃止の

届出をした企業は、なお従前の例による。 

３  改正要綱の施行前に登録を受けた企業が、初めて更新を行う場合の



  

み、従前の例（改正前要綱の別表）と別表を比較し、該当する指標項

目数が多い方を適用するものとする。 

４  なお、初回更新時に従前の例（改正前要綱の別表）が適用された企

業については、当該更新に基づく有効期間中に、第６条による取組内

容等の変更が生じた場合は、当該有効期間中に限って、なお従前の例

（改正前要綱の別表）に基づき取り扱うものとする。 

附  則  

（施行期日） 

この要綱は、令和６年１月１日から施行する。 



  

別表（第４条関係） 

指標項目 登録基準 

基本方針に関すること。 企業の社内規定等にＬＧＢＴへの差別やL

ＧＢＴへのハラスメントの禁止に関する記述が

ある。 

啓発に関すること。 従業員向けにＬＧＢＴに関する研修やセ

ミナーを年１回以上実施している。 

内部体制に関すること。 従業員がＬＧＢＴに関する悩みを打ち明

けられる体制がある。 

福利厚生に関すること。 同性パートナーへの福利厚生等が認めら

れている。 

配慮に関すること。 ＬＧＢＴの従業員又は顧客に配慮し、利

用しやすい環境の整備やサービスがあ

る。 

協力連携に関すること。 札幌市内において、ＬＧＢＴ当事者の団

体等が開催する社外のイベント（ＬＧＢ

Ｔの理解促進に関するものに限る。）に

協力又はＬＧＢＴ当事者の団体等と連携

した取組（ＬＧＢＴの理解促進に関する

ものに限る。）がある。 

その他 市長が適当と認めるもの。 

※本表は、令和３年11月 30日以前に登録した企業についても適用される

が、初回更新時においてのみ、従前の例と比較し、該当する指標項目

が多い方を適用する。 

※本表は、令和３年12月１日以降に新たに登録した企業及び令和３年11

月 30日以前に登録し２回目以降の更新を行う企業について適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


